








































































































































































































































































































これらの流入下水を雨水ポンプを用いて魚崎運河に放流しているが．水質汚濁の危険性が指摘

されたため，運河を締め切り（幅 40m，長さ 300m,深さ 3m)沈澱池としての機能を持たせ

て処理し，自然放流している。しかし、好ましい状況とは言えず、早急な対策が望まれる。

3-2下水管 ：

土砂の体積や大規模な損傷を受けた下水道施設については「仮管」、 「共同溝を下水管のパイ

バスとして一時的に借用」するなどの応急処置が施された（写真4)。

また、地震発生直後から、政令指定都市を中心とした他都市、および下水道管路維持協会（遠

山啓理事長）等の応援をうけて、大規模な管路点検が1月22日から2月10日にかけて行われ

た。

神戸市関係では、対象は山手幹線の南側（写真5)の市街地を中心とし、東灘区等の東部地区

を東京都が、長田区 ・垂水区等の西部地区を広島市がそれぞれ中心となり、協力都市と共同で調

査した。三宮を含む中央区・兵庫区やボートアイランド、北区・西区等を神戸市が受け持って調

査した。

対象地域の下水管の総延長は約 1.000 kmであり、全てのマンホールを開け、黙視し、更に中

に入り、閉塞状況の目視を行った。その中の損傷を受けたと判断された下水管約60kmについて、

テレピカメラを下水管にいれて内部をテレピ撮影し、今後の改修計画の基礎資料にするよう、現

在その調査結果を整理している（写真5)。2月10日までに撮影されたカセットは約600本

（各カセットの録画時間は1時間50分である）に及んでいる。

これらのピデオの完全な解析を待たなければ正確な被害状況を把握することが出来ないが， 慨

略的には，地表面の被害情況に比ぺると地下溝造物の被害は軽微であり．大規模な損傷は認めら

れていない。

しかし今日までの調査は市街地部分に限られ，今後山の手地域については未調査なので，早急

に調査を行う必要がある。

3-3雨水管：

雨水管については堆積土砂の排除．開水路の河床・護岸の損傷に対し，応急処置がなされてお

り，一応雨水を流下させることが出来るような状況に修復されている。

地震発生から今日までは．降雨の少ない時期であり，大きな雨がなかったが．完全な修復がな

されるまでに．雨期を迎えることが確実に見込まれているので．今からそれに対する対策を考え

ておく必要がある。神戸市の計画降雨は 50mm/時 であるが．過去の記録によると 70mm/時を

こすものも記録（昭和42年7月9日の降雨では最大 75.6mm／時が記録されている）されてお

り．今からそのような降雨に対する対策を考えておく必要がある。

3-4水洗便所：

学校・公民館等に避難所や被災キャンプができたが、断水のこともあり水洗便所の利用が制限

され不便を生じた。そのため、一部の地区では仮設トイレが設置されたが、その設置に時間を要

したり数量的に不足して完全な解決にはならなかった。また、身障者や老人家庭等でも水洗用水

を運ぶのに苦労が多かったと聞いており、その対策を緊急に行える体制をとっておく必要がある。
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4.提言

今回の地震の被害情況をみ，かつその復旧をほんの一部しかみるこ
とは出来なかったが，その

経験から気のついたことをいくつか提言したい。

4-1雑用水の確保

水洗用水、冷却水、ポンプの呼び水等の雑用水の不足については、
今まで災害時にはとくには

注目されていないものであった。しかし、今回のように水道と電気
といった複数のライフライン

が損傷し、被災の範囲が大きく、かつ復旧に時間がかかる場合には
雑用水の確保は大きな問題と

なる。ポンプの冷却水とか呼ぴ水が地震発生直後確保することがで
きなくて、ポンプや自家発電

が稼慟できなかった事例が報告されている。その場合場内の回収水
（高度処理水）を応急的に利

用することにより事態の解決を計ることができたが、今後処理場内
でこのような「パックアップ

水（仮称）」を用意しておくことも必要である。

また、水道が断水したため、水洗便所が使用できなくなった例も報
告されているので、防火用

水やプールの水と連動できるような「貯めおきの水」を用意してお
くことも必要である。

4-2降雨の対策

地震発生が1月という太平洋側では降雨の少ない時期であったので，雨
水による浸水被害は発

生していないが，復旧に時間がかかることが予想される以上，雨期
の集中降雨に対応できるよう

なシステムを早急に立てておく必要がある。具体的には，閉塞する
原因物質の除去等の応急的な

対策を行うことはもちろんであるが，そのほかにも小規模の水中ポ
ンプを全国から集め，被害の

発生の予測されるような場所に配置し，異常降雨に対して被災者が
これ以上の災害に遭わないよ

うに対策を立てる必要がある。

4-3自治体間の協力体制の確立

下水道だけでなく全ての分野に共通する課題と考えられるが、施設
の損傷に対し近隣の都市の

協力体制が必要である。移動式施設や技術者の派遣等が迅速になさ
れるように日頃から手配して

おく必要がある。今回の地震に際しては全国の都市が全面的に協力
し、下水管路の調査を始め災

害の査定等を行い、復旧に貢献している。

4-4情報の分散化

今回神戸市下水道局の事務所が漬れるという異常事態が発生したが
，その結果として．管路網

図等の重要な情報を早急に引き出すことが出来なかった。幸いコン
サルタント会社にバックアッ

プデータがあり、それを利用することにより被害を最小限にするこ
とができたが、対応の若干の

遅れの原因となった。このような事態は本当に万一の事態であるが
．その様な事態を避けるため

に、地図等の保管を分散することやパックアップ体制を強化してお
くことも検討すぺき課題であ

ろう。

4-5護岸との関連

埋め立て地に設けられている護岸の多くが今回の地震により大きな
被害が生じているが，それ

に伴う下水道施設の被害も多く報告されている。埋め立て地とはい
え，用地費が高いことから．

用地の有効利用から護岸ギリギリに施設を作ることが多いが．それ
が結果論的に被害を大きくし

ている。将来の処理場施設としては．下水処理場周辺に空地を設け
，植栽や骰策路を設ける等を

して護岸の被害の影響を極力少なくする必要がある。

4-6処理場のi叫阻とその対策

下水道の持つ物理的特性から下水処理場は最下流に位置せざるを得
なく．日本のように埋立が
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広く行われている国においてはその立地が，埋め立て地にならざるを得ない情況である。ポート

アイランドそのものも将来地盤沈下が予測され，そのための対策を立てているように．埋め立て

地においては沈下は避けられないところである。下水処理場においてもこのような沈下に対し，

対策を講じ，基礎杭を施工している。その結果ボートアイランド下水処理場においては周辺に大

きな被害が生じているにも拘わらず，ほとんど無傷で，地震発生から比較的早期に高級処理を開

始することが出来た（しかし一部のマンションでは取付管の接続部が損傷したため水洗便所の使

用が禁止されたところがあったとのことである）。このことは地盤改良が如何に地震対策として

有効であるかを検証するものである。

しかし，下水道は一般的にいうと一斉に建設されるものでなく，長年にわたり流域の下水道の

普及に合わせて処理場施設を増設していくものである。そのため，採用される地盤改良対策に若

干の差が出てくるのもやむを得ない情況である。又．地盤改良が施設，特に重要施設の地下だけ

に施工され，場内全体にはなされないことや，下水処理施設の底部が均ーでないこと等により，

地震発生時に受ける荷重が施設毎に異なり，それらを結ぶ導水渠等に被害が発生しやすい。実際、

東灘処理場においては，導水渠そのものや，導水渠から最初沈澱池への入り口部の継手に損傷が

起き，下水の流動を阻害しているケースが見られた。

将来の下水道建設に当たっては、今回のような被害を少なくするために，地盤強化対策法を連

続的なものとして統一的に行う必要がある。

下水処理場はいくつかのプロセスからなりそれらの間や、増築部と既設部をバイプでつないだ

りしなければならないが、これらの接続部において今回被害が多かった。この接続部における被

害を少なくするために「可撓継手，」ないし「伸縮継手」を採用し，被害を最小限にする努力が

必要只？ある。

ポートアイランドの一部の高層ピルにおいては．取付管に伸縮継手を用いられていて被害を回

避できたが，固定式の継手を用いて水洗便所の使用が不可能になってしまったものもある。

4-7取付管及び接続管の充実

下水道は各家庭に直結して始めて効果を発揮するものであるが，今回の地震に際し個人と公共

との負担区分において若干の整合のなさが，下水道施設の効用を減ずる結果となっている。各家

庭の汚水管は取付管と汚水マスを経て下水管に接続されるが、この取付部分は各家庭の責任で各

都市指定のエ務店に依頼して工事が行われている。この取付管の工事とメンテに当たる会社との

連絡を日頃から緊密にとっておくことは重要である。大規模マンションの場合取付管が損傷した

ときの影響が大きいため、可撓性取付管にするなどの工夫が特に必要である。

宅地内の排水管全てを公共が管理することは不可能であるが，マンションのような大規模の排

水管を個人（デペロッパー）に任せておいていいものかは今後検討を要する課題として残された。

上水道においてはマンション内の配水（貯留）タンクまで，水道法の適用範囲とし、公共が責任

を持つように改正されており，下水道においても近い将来検討していく必要があろう。

4-8継手の改善：

下水道施設においては多くの継手が使用されているが，それが被害を受けていることが多く認

められている。逆に継手が適切であり，被害を免れているものもあり，今後安全なそして効果的

な継手のあり方を検討すべきである。

処理施設の中にエクスパンションジョイントが用いられているところがあるが，施設によって

はそれをなくし．剛接によって箱を直接結び付けたり 、箱そのもののを継手の必要でない程度の
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大きさにする等の改良を行うことにより，エクスパンションジョイントを最小限にしていくこと

が試みられており、被害を少なくしている例も見られた。全体としてはエクスパンションジョイ

ントをできるだけ少なくしていくことが必要があろう。

4-9共同溝の促進：

下水管に被害が生じた場合その確認とその程度を把握するには大変な労力を必要とする。今回

のような大規模な地震の場合，被害面積が大きくその点検は極めて困難であった。これは単に下

水道だけでなく ．上水道，ガス等の地下埋設物にも共通する問題である。実際には下水管の口径

が小さい場合には無理であるが、幹線では西欧のように人が歩けるような断面にしたり、 P字管

のようなものにするなどの工夫を行い共同溝化する必要があろう。

これらの地下構造物の関係者が協力して共同溝を設け、それを集中的に管理することが出来れ

ば，今回のような異常災害時の復旧に際しては、その効果は極めて大きいものがある。今後の過

密大都市においては，共同溝は必須のものである。

4-10管路監視システムの一層の開発

下水管を地下に埋設することはどうしても残されるが，それを監視・点検するシステムを早急

に確立する必要がある。今回全国の自治体からの協力により応急的な対策（一次調査）が無事修

了したが，将来を考えるとそのシステムのより一層の充実が望まれる。
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本場側の魚綺運河に面した護岸

（正面に連絡歩道横が見える）

ンク内のエクスパンショ

写真1 東濯処理場の損傷状況
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ため逃絡歩逍揖

....管廊の地下コンクリートの亀裂により

地下水（海水）の湧出
鼻 ← - --9 -

最後沈澱池のエクスパンシ璽ンジ IIイント（トラフ）



． 
取り付け育の1員傷

写真2 取付用マンホールおよび取付管の損傷例
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取付用マンホールの破損例

（ボートアイランド）

下水排水管の破揖と応急修理の例

（ボートアイランド）



・ て ― -． ―-....99吋
．̀ -ヽ~ 一

護岸が横にずれて大きな1員傷を受けているが、

排水溝は損にずれただけで大きな1員傷を免れる

-←ニー， . - --

雨水排水渠の破損例

（ボー トアイランド） '、i

写真4 応急措置の例
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写真3 雨水管の破損状況の例

下水世渠に留った泥の除去



1·~り

久”....dJOJ

巳辿一

テレピカメラ用車両の全景--., 疇ヽ'-―,
ヽ

写真5 テレピカメラによる下水管渠の調査
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追記： 瓦礫の処理・処分について

本調査団においてわれわれに与えられた課題はライフラインの一部としての下水道の被
災状況とその復旧状況及びそれらから今後の課題を抽出することであった。

しかし、現地に赴き土木学会の研究分野でありながら、まだ取り上げていない分野の問
題として瓦礫の処理・処分があり早急に取り組む必要があることを痛感した。

瓦礫の処理・処分は日常的には廃棄物問題として取り扱われるものであるが、被災地に
おいて完全な対策が建てられているようには思われなかった。その最大の理由は、想像を

絶するような大量の瓦礫が発生したことである。しかしそれを処理 ・処分しなければ復興
作業が進まないため、その解決は緊急を要するものである。

通常の廃棄物行政は市町村の固有の業務として位置づけられ、今回も神戸 ・西宮・芦屋
・尼崎等の市単位で計画が建てられているが、人的パワー不足と仮置き場を含めた処分場

の確保が困難なこと、輸送手段とそのルートが確立されていないことから、処理 ・処分が
立ち後れ、それが復興計画そのものの足を引っ張る結果となっている。

このような現状に危機をいだき、国では厚生省水道環境部地域計画室が中心になり運輸
省（港湾局）、建設省（建設経済局）、陸上自衛隊（中部方面総監部）、兵庫県（保健環
境部、土木部、都市住宅部）および兵庫県誓察本部交通規制課が集まり、その他神戸市、
尼崎市、西宮市、伊丹市、宝塚市、川西市、明石市、洲本市、三木市、津名町、北淡町等
の関係市町村、 JR西日本、阪急電鉄、阪神電鉄、山陽電鉄、神戸電鉄、神戸高速鉄道、

の交通機関および大阪湾広域臨海環境整備センターからなる「災害廃棄物処理推進協議会」
が設けられ情報の交換と統一的な処理 ・処分法の検討を行っている。

2月8日調査当時の災害廃棄物発生量の予測は住宅・建築物系のおもに倒壊家屋が 650
万m3 (780万トン）、鉄道等公共施設系が 300万m3 (500万トン）と予測されていた
が、最近の調査によるとその倍近くの瓦礫の発生が見込まれている。

これに対し、最終処分場としては大阪湾広域臨海環境整傭センター（フェニックス計画）
の尼崎沖(400万m3)同泉大津沖(1.100万m3)をはじめ神戸市（布施畑(800万m3)淡
河(700万m3))、大阪北港(200万●3)堺泉北港(40万m3)企業庁埋め立て地(120万113)が
確保されており、総量としては処分可能となっている。しかし、瓦礫の発生地点から直接
これらの最終処分地に輸送することが困難なため、各市に「仮置き場」を設け、そこに一
端収拾し、順次最終処分場に運ぶことになっている。

仮置き場として神戸市は東灘区魚崎浜をはじめとした4カ所、合計 17.6 ha、尼崎市は
丸島地区 6.3 ha、西宮市は甲子園浜 8.0ha、芦屋市は南芦屋浜 6.0ha、伊丹市は敷
紡跡地 3.0ha、伊丹市は大阪採石場内他2箇所合計 4.0ha、川西市は加茂6丁目公有地
他4カ所合計 1.2 ha、淡路島内では企業庁佐野埋め立て地 17.0haがそれぞれ計画され
ており、調査日にはそれぞれの仮置き場において瓦礫の持ち込みが行われていた。なお、
公共鉄道系の瓦礫については各管理者の責任で対応しているが、最終処分場への海上輸送
に際して必要な仮置き場を甲子園地区の埋め立て地の中に 3.0ha確保することになって
いる。

しかし、発生源の倒壊家屋の近くの道路が瓦礫そのものや作業用車両により幅員が減少
しているため、積み込み作業そのものが遅れている。そして、行政により計画的な処理 ・
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処分計画が策定されておらず、各被災者が早いもの勝ちのように業者に委託しており、そ

れが混乱を一層困難なものにしている。また仮置き場によりが臨海部に位置しており、発

生源から仮置き場に運搬するには国道2号線、同43号線等の幹線を横断しなければなら

ず、長時間の信号待ちを余儀なくされており、渋滞の大きな原因となっている。

また、仮置き場においても受け入れ体制が完全でないため、進入路そのものが満杯にな

り、数キロにわたって待ち行列が出来ている。

実際には、輸送に必要な車両（トラック）が不足していること、搬出の際の交通ルー ト

が確保されていないため、渋滞に巻き込まれ、 1台のトラックの実稼働回数は 1日当たり

1ないし 1. 5往復程度といわれており、作業効率はきわめて遅く上記の瓦礫を完全に処

理 ・処分するにはかなりの期間かかることが予想され、ひいては復興の速度の制限因子に

なりかねない。

瓦礫は木材、土壁、コンクリート屑、プラスチック等混合しており、それを完全に分別

することは不可能な状態である。しかし多くの最終処分場では可燃物は焼却灰にする事を

義務づけており、 一部の都市では「野焼き」を行って木材を中心とした可燃物の焼却を行

っている。しかし、その結果煙が発生し、大気汚染の原因ともなっており、決して最善な

方法とはいえない状況である。

倒壊家屋の処理費用についても公的資金による助成が行われるようになったので、一頃

のような混乱はなくなったとのことであるが、瓦礫をしないから完全に除去するためには

かなりの日数がかかることが予想される。

提言 ：

1. 瓦礫処理 ・処分計画の作成：阪神地域全体の瓦礫の処理・処分計画を早急に作成し、

それに基づき作業を行う必要がある。それには仮置き場を、新しい都市計画の広場・公開

空地等設置するようにをうまく活用して復興計画に合わせることが必要である。

2. 仮置き場の増設 ：長崎大洪水の場合には市内各地に仮置き場が多数設置され、被害

家屋の修理を早めに対応することが出来たとのことであり、阪神地区においても幹線道路

を横切らなくてもすむような位置に仮置き場を確保する事が必要である。

3. 輸送ルートの確保：幹線道路にパスレーンが設置されたように瓦礫輸送専用レーン

の設置（時間帯を決めるだけでも良い）し、瓦礫の輸送を効率的にする必要がある。

4. 瓦礫の登録性：西宮市が仮置き場を設置し、市民に解放したところ他府県ナンパー

のトラックが 「災害瓦礫」でない廃棄物が大置に搬入されたので、登録制に切り替えたと

のことである。これは極端な例外かも知れないが、瓦礫の搬入に際しては4連符ないし 5

連符を作成し、発生者、運搬者、仮置き場、市、県等が記録を残すようにすることが必要

である。
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ライフライン （ガスと電気通信施設）の復旧状況と復旧戦略

調査団メンバー： 高田至郎 （神戸大）、篠塚正宣 (7゚リンストン大）、北浦 勝 （金沢大）、

上野淳一（連池組）、森川英典 （神戸大）、田中 聡（早稲田大）、

池本敏和 （金沢大）

1. ガス施設

1. 1 復旧状況

(1)緊急対応と復旧経過

大阪ガスの総戸数570万戸から成る供給エリアは 8つのスーパーブロック、 55個のミ

ドルプロックに分割されるが、地震発生から 6時間後の午前11時半から当日の夕方まで

に、 5個のミドルプロックにおいてガスの供給が停止した。このため、 85万6千戸で供

給停止となったが、 2月17日までに29万 5千戸が復旧した。固 1.1 1)に供給停止戸数の

推移を示す。復旧の速度は、釧路沖地裳の際の釧路ガスの復旧速度と比較しても、また

大都市型地震であること等を考えれば、決して遅いものではない。電気 ・電話などに比

ベ復旧が長引いている原因には、一度供給停止すると回復に時間を要するというガス供

給の本来の性格の他に、次のような点が考えられる。

上下水道から漏洩した水や液状化した土砂が低圧導管へ流入し、除去に手間取って

いること。

家屋損壊等による地表の障害物や悪化している交通事情が復旧作業の能率を低下さ

せていること。

なお今回の地霙で液状化が多発した人工島のポートアイラン ドでは、管路への泥の流

入が見られたものの、 50cmを超える地盤沈下に対して伸縮継手、 二重管工法などの対策

が有効に働き、管路の被害は軽微であった。
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図 1.1 ガス供給停止復旧推移図
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(2)復旧戦略

ミドルプロックを復旧のためにさらに小さくブロック分けし、漏洩状況、地震被害状

況、交通状況、資機材調達状況などを考慮し、比較的被害の小さい部分から復旧を行っ

た。全体的には、供給停止地区の東側から着手し、続いて西側さらに北側を、最後に神

戸中心部を東西北側から攻めるという方針で復旧を行った。但し、病院、遺体焼却場、

生ゴミ処理センター等の公共性の高い施設には、優先的に復旧あるいはプロパンを使っ

た供給を行った。また中圧管からの仮設によるストレート供給なども行われた。ガスの

復旧作業は、大阪ガスグループ約6,000人と日本ガス協会や他のガス事業者からの応援

約1,800人の合計約7,800人の体制で、 1月18日から開始された。高圧導管の点検終了後、

中圧導管、低圧導管の点検、復旧作業を順次実施した。ガス製造所、高圧導管には被害

はなかった。中圧導管Aは1月31日に、同Bは2月8日に復旧完了した。ネジ継手部に

被害の集中した低庄導管は順次復旧中である。

復旧活動地域が拡大し、

また、建物や道路などの 表1.1 都市ガスの復旧状況 (2/16現在）

被害が大きい神戸市中心

部へ進むにつれ、先に挙

げた2点に加えて被害箇

所が増し、 一軒一軒点検

してまわらねばならない

こと、地面を掘らねばな

らないことから、復旧活

動は困難さを増していっ

た。大阪ガスでは、 2月

1日から新たに全国のガ

ス事業者約500人の応援を

得て、約8,300人体制で復

旧に当たっている。都市

ガスの行政区ごとの復旧

状況は表1.1のようであ

る。

また大阪ガスは、 1月

22日から供給停止地区の

自治体 （市や町）にカセッ

トコンロ l台とボンベ3

本をセットで救援物資と

して配布した。合計でカ

セットコンロ118,000台、

ボンベ551,500本が提供さ

れた （表 1.2参照）。

行政区 全戸数 供給停止戸数 復旧率（％）

川西市 41,300 39,500 100.0 
伊丹市 61,100 2,100 100.0 
尼崎市 206,800 3,650 100.0 
宝塚市 75,700 69,100 73.2 
西宮市 172,500 170,400 38.9 
芦屋市 37,600 37,600 5.6 
猪名川町 5,200 5,200 100.0 
神戸市 626,750 493,050 18.6 
明石市 66,900 24,200 89.3 
大阪市 1,308,800 61,500 100.0 
豊中市 161,500 500 100.0 
池田市 38,200 so 100.0 
豊能町 5,900 5,900 100.0 
合計 2,808,250 857,400 34.4 

表1.2 大阪ガスのカセットコンロ貸与状況 (2/2現在）

コンロ ポンペ

伊丹市 1,500 4,500 
芦屋市 9,000 33,000 
明石市 9,000 33,000 
宝塚市 9,500 34,000 
JII西市 10,000 30,000 
西宮市 21,000 78,000 
尼崎市 2,000 9,000 
神戸市 54,000 324,000 
豊中市 1,000 3,000 
豊能町 1,000 3,000 
計 118,000 551,500 

表1.3 兵庫県プロパンガス協会からの貸与状況 (2/2現在）

カセットコンロ I 400台
（神戸200台，淡路200台）

暖房用ストープ 1 50台
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兵庫県プロパンガス協会からの貸与状況は表 1.3のようである。神戸市では当初、民

家や避難所での火災を恐れて、これらの提供品の受け入れを保留したが、 1月28日には

半分を受け入れ、 30日までに全部を受け入れた。また大阪ガスは 2次災害発生防止の観

点から、ガスの安全に関してマスコミを通じて注意を呼びかけるとともに、チラシをつ

くつて配布した。

1. 2 ガス施設の課題

ガスシステムの性質上、一旦供給を止めてしまうと復旧に時間がかかるため、耐震

管路・継手への敷設替えにより漏洩を防ぐとともに、漏洩に備えての各需要家へのマ

イコンメ ータの完全普及、ミドルプロックでの遠隔遮断装置の設置という両面作戦が

望まれる。原形復旧が多い水道などと比べて、破損個所を耐震継手、 PE管に交換して

改良復旧を行っていることは評価される。

・ 今回の地震は大都市型であったため、他のライフラインとの相関（例えば、交通渋

滞 • 上下水道からの水の流入）が近年の釧路沖地震などのときより大きく、復旧に予

想以上の時間がかかることが判明した。これらの問題に対処するため、自治体、各ラ

イフラインが連携して効率的に復旧に当たれるよう支援するシステム構築の必要性が

あると考えられる。また地震動が非常に大きく、ある区画全域にわたり建物が壊れる

事態が発生した。そのために区画がどのように再興されるかの青写真が明らかでなく、

ガス供給施設を地震前の状態に戻して良いかどうかの判断に迫られた。このような、

初めて得られた大都市を襲った大地震に闊する知見を、今後のガス施設の地震対策に

反映されることが切望される。

2. 電気通信施設

2. 1 復旧の状況

地震直後から神戸支店の1,000人と他所管からの応援3,000人で復旧に当たった。洞道

では、翌18日に全路線踏査され、 全被害状況が把握された。被害が大きく止水機能を失っ

たジョイント部においては、新たにジョイントを設置し、樹脂モルタルで仕上げを行っ

た。水が浸出するクラックなどには樹脂注入で補修を行った。現在のところ原形復旧は

4月末を予定している。

管路埋設部の地表面のクラック、マンホール内への管路の突き出しなど目視で異常が

発生された箇所について、パイプカメラ、圭入空気圧測定などの方法を使って詳細な被

害状況の調査を行っている。4月末には全路線の調査を終了する予定であるが、完全復

旧には3~5年を要する見込みである。

図2.1に不通電話回線の復旧状況の推移を示す。NTTでは、 17日午前8時30分に災害

本部員を招集し、回線の点検 ・復旧を進めた。その後、移動用電源車などの導入によっ

て18日には交換機が再始動したため、 19日には不通回線数は約3分の 1の85,000回線に

減少した。その後、他社からの応援作業要員4,000人を含めた7,000人で復旧作業を進め、

1月31日に家屋が全半壊したために復旧が実質的に不可能な38,000回線を除いて、不通

回線が全面復旧した。復旧期間に投入した機材は移動用電源車11台、衛星車載無線6台、
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ポータプル衛星通信装置12台などである。その他に、 NTTでは神戸、尼崎、明石、西宮、

洲本、芦屋、伊丹、加古川、宝塚、川西、三木などの公設避難所に無料の特設公衆電話

を727箇所、 2,255台設置、また耳の不自由な人のために公設避難所に臨時FAXを319箇

所、 361台設置した。その他、独自の通信システムを生かした災害対策サービスを行っ

た。例えば、被災地の電話の基本料金の無料化、死亡者リストの無料紹介サービスや兵

庫県内の市役所に対して災害対策用テレビ会議システムの導入や仮設住宅用の電話機3

万台の寄付などである。これまでにも地裳のたびに輻躾状態への指摘があったが、今回

も輻戟状態が発生したため、 22日まで通話規制を行った。輻較のビークは17日で、通常

の50倍の通話が被災地域に殺到した。

2.2 電気通信施設の課題

洞道ならびに地中管路は今回の地震に対しても、機能を喪失せず耐裳性に優れてい

ることが判明した。今後は出来る限り顧客の近傍まで中口径管などを採用し、耐震性

を増すことが望ましい。ただし、 一旦被害を受けると架空線路よりも復旧に時間がか

かるので、応急復旧方法についても準備しておくことが必要である。また今回は地中

施設への被害は少なかったが、万が一の時のために、もう 1系統の洞道の幹線ライン

を有するべきであると思われる。

地中管路においては、マンホール間での被害箇所を速やかに特定するための方法を

考案し、復旧速度を上げることが望まれる。桐道においては、ジョイント部、側壁部

の被害箇所の所要浙面積を減らすことなく復旧する方法の開発が望まれる。

大都市の地震に際しては、これまでにない輻較状態が発生することが明らかとなっ

た。輻躾を回避できる電話システムの開発が急がれる。また鉄塔、アンテナなどのトッ

プヘビーな施設の被害、通信施設を設置した建物自体の被害の可能性についても考え

なければならないことが判明した。これらの施設の被害は多くの利用者に影響する可

能性もあり、検討を要すると思われる。

参考文献

1)神戸大学工学部建設学科土木系教室学術調査団：兵庫県南部地旋緊急被害調査報告普 （第一報）、
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山腹斜面・宅地造成斜面の災害

沖村 孝（神戸大学助教授、山地防災工学）

1. 山腹斜面災害

1. 1崩壊分布図

兵庫県南部地震による山地崩壊の分布を把握するため、空中写真 (1995年1月

20日アジア航測（株）撮影、縮尺1/8,000および1/4,000)を用いて、写真判読に

より崩壊分布図を作成した。基図には縮尺1/10,000の地形図を用いた。

崩壊の規模はニ ・三の斜面を除いて全体的に小規模である。また急崖に出現し

ている崩壊も多かったため、一般的には濠雨による崩壊のそれに比して判読は困

難であった。 このため見落としは相当数になると思われるが、現在までに作成で

きた崩壊分布図を基に今回の地展による崩壊の特徴の一部を述ぺる。なお本節で

は山地斜面に限り、宅地等の人工斜面のそれについては次節で述ぺる。

1. 2崩壊の特徴

今回の崩壊の崩壊の特徴としては、 1)全体的に小規模な崩壊が多い、 2)急斜面

での発生が多い、 3)流下 ・削剥域は小さい、 4)平行（直線）型斜面や一部尾根型

斜面での崩壊が見られる、 5)崩壊発生位置は遷急点付近が多い、 6)露頭崖からの

崩落が見られる、等である。 これらの特徴は大分県中部地銀 (1975)の報告や伊

豆大島近海地厖の調査結果 1)等から既に明らかにされている特徴と大きな違いは

なし‘°

そのほかの特徴としては不安定土塊の崩落が見られた。写真一 1は六甲ケープ

ル土橋駅において発生した巨石崩落の結果である。 その他、崩壊あるいは崩落ま

でには至っていないが、大きな亀裂が発生した斜面もいくつか見られた。写真 一

2は写真 ー 1の東側に隣接する斜面の様子である。 当該斜面は尾根の形状を示し

写真 一1 六甲ケープル土橋駅の落石 写真 一 2 灘区鶴甲地区の斜面状況
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一域分布と断屈
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ており、尾根筋は登山道と

して活用 されている。急な

場所にはコンクリート階段

が施工されていたが、 2ヶ

所でこの写真に見られるよ

うな落差約 lmの滑落崖が

出現した。当然コンクリ ー

卜階段も破壊した。

270' 
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（涸）
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1. 3六 甲山系全体からみ

た崩壊発生位置の特徴

今回作成した縮尺1/10.0 

00の崩壊分布図を用いて縮

尺1/50,000の崩壊分布図を

作成した。 しかしこの小縮

尺地形図では崩壊形状が表

現できないため、崩壊発生

位置を赤丸印で示した。従

ってこの印は崩壊の大きさ 270・

を表してはいない。図ー 1

はこのようにして得られた

東六甲地域の崩壊分布図を

示す。全体として 2本の帯

状に分布している様子がう

かがえる。なおこの図には

諏訪山断屑、五助橋断層お

よび芦屋断層 2)のおよその

位置をも示した。これによ

ると今回の崩壊はこれらの

断層に平行な位置関係で出

現していることが推定され

る 。 このことは今回の崩壊 27o• 一

か、 1)断層の動きに起因す

るものか、 2)全体として同

じ地哀エネルギーを受けた

が、断層地形として出現す

る急斜面のみが崩壊したの

か、 3)あるいはその両方が

o・ 

180. 

.S 

図ー 2 崩壊発生方位

200 
（個）

l— 

こ
1ー go・

4分の 1次メッ シュ

180. 

図ー 3 六 甲山系の斜面方位

o・ ， 
30 
（％） 

こ⇒
90. 

180. 
.S
 

図ー4 各方位の崩壊発生率

- 165 -



関係しているのか、等が考えられる。 しかし現在ではその原因は不明であり、今

後虚度分布図等を参考にして更に検討を進める必要がある。

次に、今回得られた縮尺1/10.000の崩壊分布図を用いて崩壊の方向の検討を試

みた。図ー 2は今回の崩壊の方位を示す。この図をみると NH→ SEへの崩壊が圧倒

的に多いことがわかる。 これはNE-SY/方向で代表される表六甲山系の断層系と直交

方向を示している。 しかし、これは崩壊斜面のみを取り上げたものであり、バッ

クグラウンドとして六甲山系全体の斜面の方位を明らかにする必要がある。 この

ため、国土地理院発行の数値地図 4分の 1次メッシュを用いて、六甲山系の方位

分布を求めた。六甲付近においては 4分の 1次メッシュは231X 286mである。 この

分布を図 ー 3に示す。六甲山系全体は大きく見ると NE-SW系の山稜が細長く分布し

ているためか、この図ではNW-SE系の斜面がNE-SW系のそれに比して多いことがわ

かる。 この分布は今回発生 した崩壊規模に比してかなり大きな斜面の方位を示し

ているため、今回の崩壊方位のバックグラウンドとしては妥当か否かの議論が残

るが、図 ー2と図 ー3より今回の崩壊のそれぞれの方位の出現率を求めた。 その

結果を図ー 4に示す。 この図によるとNW→SE系の崩壊がやはり多いことがわかる。

加えて、これに直交するNE-SY/系の崩壊発生率もピークを示している。前者はNE-

SW系の断層に沿った三角末端面等の急斜面の崩壊、あるいはこの断層に直交する

谷筋の谷頭部での崩壊が多いことを暗示しているものと思われる。一方、後者の

NE-SW系の二つのピークは断層に直交する谷筋の谷壁面での崩壊の発生をII音示して

いるものと思われる。

1. 4まとめ

今回の崩壊の特徴は従来から指摘されているものと同じ特徴を示し、急斜面で

の崩壊、尾根部特に痩せ尾根部での崩壊、遷急点付近での崩壊、露頭崖からの崩

落、不安定岩塊の崩落等が小規模で発生していることが明らかになった。 また、

今回の崩壊発生場所ならびに崩壊方向は現存の断層と深く関わっていると思われ

る。

2.宅地造成斜面

2. 1現地調査

神戸市東灘区から兵庫区までの表六甲山痙に分布する宅地造成地斜面の被害分

布を求めるため、第 4次調査期間中に現地調査を12箇所で実施した。調査項目は

擁壁のはらみ・亀裂・倒壊、舗装面の変状、側溝法線の変状、倒壊家屋等の分布

である。調査結果は現地での観察事項を住宅地図あるいは縮尺1/2,500の国土基本

図に書き込んだ。

2. 2調査結果

宅地造成地内の斜面で発生した被害は大きくは局所に限られる被害と面的に分

- 166 -



布している被害に大別できる。局所被害は擁壁の亀裂・倒壊あるいは舗装の破壊

である。一方、面的な被害は以下の 3種類に分類される。(1)局所的な変形がある

範囲に限られている被害：この場合の現象としては擁壁の倒壊・亀裂、舗装の破

壊および家屋の倒壊がある。(2)断層に起因して帯状に分布する被害：この場合の

現象としては帯状に局所的な被害が分布する。(3)マスムープメントに起因する被

害 ：この場合の現象としては局所被害が連続し、その形状が崩壊滑落崖状になっ

たり、舗装が大きく変形を起こしている。

写真一3は石積み擁壁の倒壊、写真 一4は石積み擁壁の縦方向亀裂、写真一 5

は二段積み擁壁のはらみ、 写真 一6は道路陥没に伴うコンクリート擁壁の転倒状

況を示す。

写真 一3 石梢み擁壁の倒壊 写真一 4 石積み擁壁の縦方向亀裂

写真一 5 二段積み擁壁のはらみ 写真一 6 コンクリート擁壁の転倒
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3. 復旧・復興に関する助言・提＿言

(1)現状では自然斜面、宅地斜面ともに、変形・破壊が持続的に継続しているもの

は認められなかった。 しかし変形、破壊を起こした斜面では今年の雨期や台風

期の対策が問題となる。

(2)斜面安定対策工は早急に完成できないので、特に大きな被害が予想される斜面

では緊急斜面安定対策工の施工が期待される。それ以外の斜面では、住民によ

る観察が特に必要となる。

(3)大きな被害が予想される斜面を対象として変位を計測し、警戒システムを導入

することが必要である。

(4)今回の地厖で生じた亀裂に雨水を入れないことが大切であるが、ある宅地では

屋根からの排水管が地中に埋設され、この排水管が地裟により切られている場

合があったのでこの点にも注意する必要がある。

(5)地窟時に出現 した変形あるいはすぺり面がどのような形状になっているかを把

握する必要がある。 これは変形や崩壊メカニズムを考えるうえでも重要である。

このためいくつかの斜面ではボーリングを含めた各種の調査が進められること

が望ましい。

(6)古い時代に造成された擁壁が多く破壊しており、これら古い擁壁の防災対策も

重要であることが今回の被害から明らかになった。今後はハード面のみならず

ソフト面からもこれら古い擁壁に対応する必要がある。

(7)地山と盛土は動的な応答特性が異なるため、その境界付近で変形や破壊を生じ

ている場合が多い。今後、地盤と盛土を一体化するための方法が工夫される必

要がある。

(8)宅地内の石積み、コンクリート擁壁に発生した亀裂に対する安全度診断法を早

急に開発する とともに亀裂に対する修復工法の碁準案を策定する必要がある。

今後は個々の斜面を対象として、崩壊のメカニズムを明らかにしていく予定で

ある。なお、 一部の空中写真判読に際しては建設省近畿地方建設局六甲砂防工事

事務所の空中写真を使用させていただいた。 ここに厚くお礼申し上げます。

参考文献： l）安江朝光 ・仲野公章：地震に対する急斜面の危険度評価、土木技術、

34. 8. 1979. 2)藤田和夫 ・笠間太郎 ：神戸地域の地質、地質調査所、 1983.
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